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日本食道学会会則

第１章　総　則

　　名　称

第１条　　　本会の名称を，日本食道学会〔Japan Esophageal Society(JES)，以下本会と略記する〕

　　　　　　と称する。

　　事務所

第２条　　　本会の事務所は，千葉県千葉市中央区亥鼻3－2－4　サンシティ亥鼻B内に置く。）

第２章　目的及び事業

　　目　的

第３条　　　本会は，日本食道疾患研究会の業績を継承し，食道疾患に関する基礎並びに臨床的研究の促進・発展を通して国民の健康と福祉に貢献することを目的とする。

事　業

第４条　　　本会は，前条の目的を達成するために次の業務を行う。

　　１．　　学術集会の開催

　　２．　　機関紙の発行

　　３．　　内外の関係学術団体との連絡，及び提携

　　４．　　その他，本会の目的を達成するために必要な事業

第３章　会　則

　　種　別

第５条　　　本会の会員は，次の通りとする。

（１）正会員：本会の目的に賛同して入会したもの

（２）名誉会長：日本食道疾患研究会の歴代会長

（３）名誉会員：日本食道疾患研究会の当番世話人、本会学術集会会長の経験者、永年理事監事を務めた者の中から，理事長が理事会及び評議員会の議を経て推薦したもの

（４）特別会員：永年日本食道疾患研究会の幹事・世話人を務めた者、本会において永年評議員を務めた者、並びに本会に大いなる功労のあった者の中から、理事長が理事会及び評議員会の議を経て推薦したもの

（５）賛助会員：本会の目的に賛同し、本会の発展に協力を希望する個人，法人あるいは団体とし、理事会の推薦を経て評議員会の承認を経たもの

（６）准会員（海外からの入会）：本会の目的に賛同して入会したもの

入　会

第６条　　　本会に入会を希望するものは，所定の手続きを経て本会事務局に申し込み理事会の承認を受ける。

　　入会金及び会費

第７条　　　会員は，総会において別に定めるところにより，入会金及び会費を納入しなければならない。名誉会長，名誉会員，特別会員は，会費を納めることを要しない。

資格の喪失

第８条　　　会員は，次の事由によって資格を喪失する。

（１）退会したとき

（２）死亡したとき

（３）除名されたとき

　　退　会

第９条　　　会員が退会しようとするときは，理由を付して退会届けを理事長に提出しなければならない。

　　除　名

第１０条　　会員が次の各号の１つに該当するときは，理事会の議を経て，理事長が除名することができる。ただし，希望すれば理事会で弁明する機会が与えられる。

（１）本会の名誉を傷つけ，または本会の目的に反する行為のあったとき

（２）本会の会員としての義務に違反したとき

（３）会費を２年以上滞納したとき。ただし，遡って会費を納入すれば復権できる

　　会費の不返還

第１１条　　既に納入した会費，入会金，その他の拠出金は，これを返還しない。

第４章　役　員　等

　　役　員

第１２条　　本会には，次の役員を置く。

　　　　　（１）理事長　１名

（２）学術集会会長（以下、集会会長）　１名

（３）集会副会長　1名

（４）集会次期副会長　１名

（５）理事　約２０名

（６）監事　４名以内

（７）幹事　若干名

　　　２．　理事長、集会会長及び副会長・次期副会長は理事会構成員とし，前項（５）の定数に含まれる。

　　役員の選任

第１３条　　理事長は理事あるいは理事経験者から理事会で選任され、評議員会で承認を受ける。
　　　２．　集会会長及び副会長・次期副会長は，評議員会で評議員の中から選任され，総会で承認を受ける。

３．　集会会長及び副会長・次期副会長以外の理事・監事は，前項の規定により集会会長及び副会長・次期副会長を選任した後で，評議員会で評議員の中から選任され，総会で承認を受ける。

　　役員の職務

第１４条　　理事長は本会を代表し、会務を統括する。

　　集会会長：削除

　　２．　　集会会長は日本食道学会学術集会を主宰する。

　　副会長：削除

3． 集会副会長は，会長を補佐し，会長に事故がある時，または欠けた時は，その職務を代行する。

4． 次期副会長は，副会長を補佐し，副会長に事故がある時，または欠けた時は，その職務を代行する。

　　理　事：削除

　　５．　　理事は，理事長、集会会長及び副会長・次期副会長と共に理事会を組織し，本会則及び施行細則に定める事項の他，評議員会並びに総会の権限に属する事項以外の事項を決議し，執行する。

　　　　　　理事は，満６５歳を過ぎると，次の総会後にその資格を失う。：削除

監　事：削除

　　６．　　監事は，本会の業務及び財産に関し，次の各号に規定する業務を行う。

　　　　　（１）本会の財産の状況を監査

　　　　　（２）理事の業務執行の状況を監査

　　　　　（３）財産の状況，または業務の執行について不正の事実を発見したときはこれを理事会　　

　　　　　　　　及び総会に報告する

　　　　　（４）3号の報告が必要な時は，理事会または総会を招集することができる。

　　　　　　監事は，満６５歳を過ぎると，次の総会後にその資格を失う。：削除

　役員の任期等

第１５条　　理事長の任期は１期２年とし、再任は妨げないが、通算４年を越えることはできない。
　　　　　　満６８歳を過ぎると、次の総会後にその資格を失う。

　　　２．　集会会長及び副会長・次期副会長の任期は1年とし，年次学術集会終了日の翌日より次期年次学術集会終了の日までとする。
３．　理事の任期は2年とし再任は妨げないが，連続しての再任は3期を限度とする。

　　　満６５歳を過ぎると、次の総会後にその資格を失う。

４．　監事の任期は2年とし再任は妨げないが，連続しての再任は2期を限度とする。
　　　満６５歳を過ぎると、次の総会後にその資格を失う。

　役員の解任

第１６条　　役員が次の各号のいずれかに該当するときは、理事会の議を経て、評議員会の出席者の３分の２以上の賛成により、当該役員を解任することができる。

　　　　　（１）諸般の事情により職務の執行に堪えないと認められるとき。

　　　　　（２）職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があると認められるとき。

２．　前項の規定により解任する場合は、当該役員にあらかじめ通知するとともに、解任の議決を行う前に、本人が希望すれば当該役員に弁明の機会を与えなければならない。
　評　議　員

第１７条　本会に評議員約400名を置く。評議員は別に定めるところにより，正会員より選出される。

　　　２．　評議員は評議員会を組織し，この会則及び施行細則の定める事項の他，本会の維持と運営に関する重要事項を審議する。

　　　３．　選挙評議員及び非選挙評議員の任期は２年とし，再任を妨げない。
　　　４．　補欠により選任された者の任期は，前任者の残りの任期とする。
５．　評議員は，満65歳を過ぎると，次の総会後にその資格を失う。

６．　評議員には１６条の規定を準用する。この場合には、同条中「役員」とあるものはそれぞれ「評議員」と読み替えるものとする。
　名誉会長・名誉会員

第１８条　　本会の前身である日本食道疾患研究会の会長あるいは本会理事長、会長を務めた者は，名誉会長および名誉会員として本会を補佐する。

　職　員

第１９条　　本会の事務処理のため，幹事及び書記等の事務員を数名置くことができる。

　　　２．　幹事は理事長が委嘱する。

　　　３．　幹事の任期は１年とし，再任を妨げない。

　　　４．　書記等の職員は有給とし，理事会の議を経て理事長が任免する。

　　　５．　書記等の職員の職務規定は，理事会で定める。

第５章　会　議

　　種　別

第２０条　　本会の会議は，総会，理事会，及び評議員会とし，総会は通常総会及び臨時総会，評議員会は，通常評議員会及び臨時評議員会とする。

　　構　成

第２１条　　総会は，正会員，特別会員，名誉会員，名誉会長をもって構成する。

　　　２．　理事会は，理事長、理事，集会会長，副会長，次期副会長、監事をもって構成する。

　　　３．　名誉会長，名誉会員，特別会員は評議員会に出席して意見を述べることはできる。

　　

権　能

第２２条　　総会は，この会則に別に規定するもののほか，次の事項を決議する。

　　　　　（１）事業計画及び収支予算

（２）事業報告及び収支決算

　　　　　（３）その他，本会の運営に関する重要事項

　　　２．　理事会は，この会則に別に定めるもののほか，次の事項を決議する。

　　　　　（１）総会の決議した事項の執行に関すること

　　　　　（２）総会に付議すべき事項

　　　　　（３）その他，総会の決議を要しない会務の執行に関する事項

　　　３．　評議員会は，理事会または総会から付議された重要事項を決議する。

　　開　催

第２３条　　通常総会は，毎年６月頃に開催する。

　　　２．　臨時総会は，理事会が必要と認めた時，または正会員の５分の１以上もしくは監事からの会議の目的にたる事項を示して請求があったときに開催する。

　　　３．　理事会は，理事長が必要と認めた時，または理事の３分の１以上から会議の目的たる事項を示して請求があったときに開催する。

　　　４．　通常評議員会は，通常総会の前日に開催する。

　　　５．　臨時評議員会は，理事会が必要と認めた時，または評議員の３分の１以上もしくは監事から会議の目的たる事項を示して請求されたときに開催する。

　　召　集

第２４条　　会議は，理事長が召集する。

　　　２．　会議を招集する場合には，構成員に対し会議の目的たる事項，日時及び場所を記載した書面または機関紙等をもって，少なくとも開会の日の７日以上前に通知しなければならない。

　　議　長

第２５条　　総会，理事会および評議員会などの通常議会の議長は理事長とし，臨時議会の議長は，会議の都度出席評議員の中から選出する。

　　客足数

第２６条　　総会においては正会員の10分の１以上，理事会においては理事の３分の２以上，評議員会においては評議員の２分の１以上の出席がなければ開会することはできない。ただし，

            当該議事について書面をもってあらかじめ意志を表示した者は，出席者とみなす。

　　議　決

第２７条　　総会の議事は，出席正会員の過半数をもって決する。

　　　２．　理事会の議事は，出席理事の過半数をもって決する。

　　　３．　評議員会の議事は，出席評議員の過半数をもって決する。

　　　４．　可否同数のときは，議長がこれを決する。

５．　諸会議の決議事項は，これを会員に公示する。　

　　書面表決等

第２８条　　止むを得ない理由のため，会議に出席できない正会員，評議員，及び理事は，予め表示された事項について書面をもって表決するか，または他の構成員を代理人として表決を委任することができる。この場合において，前２条の規定の適用については，会議に出席したものとみなす。ただし，役員の選出については書面表決を認めない。

議事録

第２９条　　議長は，議事，決議，及びその経過について議事録を作成し，事務局はこれを永久に保存しなければならない。

　　　２．　議事録には，議長の指名する議事録署名人２名の署名押印を要する。

　　　３．　会員は，理事長の承認を得て，議事録を閲覧することができる。

第６章　各種委員会

第３０条　　理事長は，理事会の議を経て委員会を設置することができる。各種委員会の内規については別に定める。

第７章　資産及び会計

　　資産の構成

第３１条　　本会の資産は，次に掲げるものをもって構成する。

　　　　　（１）設立当初の財産目録に記載された財産

　　　　　（２）入会金及び会費

　　　　　（３）寄付金品

　　　　　（４）事業に伴う収支　　

　　　　　（５）資産から生じる収入　

　　　　　（６）その他の収入

　　資産の管理

第３２条　　本会の資産は理事長が管理し，その管理方法は理事会の議決により定める。

　　経費の支弁

第３３条　　本会の経費は，資産を持って支弁する。

　　予算及び決算

第３４条　　本会の収支予算は，理事長が作成し、理事会ならびに評議員会、総会の議決を経て定める。但し，総会の日まで前年度の予算を基準として執行する。

　　　２．　収支決算は，年度終了後３ヶ月以内に，理事長が収支決算書，貸借対照表，及び財産目録を作成し監事の監査を受け，理事会、評議員会、総会の承認を受けねばならない。

　　特別会計

第３５条　　本会は，必要あるときは理事会の議を経て特別会計を設けることができる。

　　年度会計

第３６条　　本会の会計年度は，毎年５月１日に始まり，翌年の４月３０日に終わる。

　　会則の変更

第３７条　　この会則は，理事会，評議員会の議を経て，総会の承認を得て変更することができる。

　　解散及び残余財産の処分

第３８条　　本会は，会員の３分の２以上の同意を得て，解散することができる。

　　　２．　解散に伴う残余財産は，総会の議決を得て，類似の目的をもつ他の団体に寄付するものとする。

第９章　補　則

　　細　則

第３９条　　この会則の施行に必要な細則は，理事会及び評議員会の議決を経て，別に定める。

　　付　則　　

（１）本会則は，平成１５年６月２６日より施行する。

（２）平成１６年１２月１７日，一部改正。

（３）平成１８年７月１日，一部改正。

（４）平成２０年　月　日，一部改正。

　　

日本食道学会入会規則（会則施行細則第１号）

第１条　　　本会の入会については，本会の会則に定められたことのほかは，この規則による。

第2条 本会へ入会を希望する者は，入会申込書に，所定の事項のすべてを記入し，当該年度の会費（入会金2,000円）を納入して，本会事務局に提出しなければならない。

准会員は入会費を免除する。　

第3条　　　既納の入会金は，いかなる事由があっても返還しない。ただし，理事会が入会を承認しなかったときは，入会申込書とともに納入された当該年度の会費は，これを返還する。

第4条　　　一度退会した者が再度入会を希望する場合は，入会申込書と共に入会金を再度納入することを要する。

第5条　　　この規則は，理事会及び評議員会の議決によって変更することができる。

第６条　　　この規則は，理事会及び評議員会の議決によって廃止することができる。

　　附　則

　（１）この規則は，平成１５年６月２６日から施行する。

　（２）平成１６年３月１２日，一部改正。

　（３）平成２０年５月１日，一部改正。

　

　　

日本食道学会会費規則（会則施行細則第2号）

第１条　　　本会の会費については，本会の会則に定められたことのほかは，この規則による。

第２条　　　本会の正会員の会費は，年額10,000円とする。評議員は，20,000円とする。

第3条 賛助会員は年額1口50,000円1口以上とする。

第４条　　　准会員の会費は，年額6,000円とする。
第５条　　　会費は当該会計年度の間に，年額の金額を納入しなければならない。ただし，留学，その他の理由で年度内に入金出来なかった場合はさかのぼって年会費を納入することができる。

第６条　　　会費は，年額を分割して納入することができない。

第７条　　　この規則は，第2条の規定を除くほかは，理事会及び評議員会の議決によって変更することができる。

　

　　附　則

　（１）この規則は，平成１５年６月２６日から施行する。

　（２）平成１６年３月１２日，一部改正。

　（３）平成１８年６月２９日，一部改正。

　（４）平成２０年５月１日，一部改正。

日本食道学会役員・評議員選任規則（会則施行細則第3号）

第1章　役員の選任

第1節　総則

　　適　用

第１条　　　日本食道学会（以下，本会と略記）の役員は本会の会則に定められたことの他は，この規則によって選任される。

　　選任の方法

第２条　　　理事長の選任は理事会で無記名投票によって行う。
　　２．　　理事長以外の役員の選任は，評議員会に出席した評議員の無記名投票によって行う。委任状による投票は，これを認めない。

　　開票立会人

第３条　　　評議員会における役員の選任に当たって，議長は候補者でない評議員のうちから２名の選挙立会人を選び，選挙の管理を委嘱するものとする。

　　投票の無効

第４条　　　次の各号の投票はこれを無効とする。

　　　　　（１）定められた投票用紙を用いなかったもの

　　　　　（２）被選挙権有権者以外の氏名または他事を記載したもの。ただし，投票を連記によって行った場合は，被選挙権有権者ではないものだけを無効とする。

　　　　　（３）記載した氏名を確認できないもの。

　　　　　（４）連記投票において，同一の被選挙権有権者の氏名を重複して記載したもの。ただし，この場合は１票だけを有効として他を無効とする。

　　　　　（５）単記投票において，複数の氏名を記載したもの，及び連記投票においては，定められた連記数を越える数の氏名を記載したもの。ただし，この場合はその投票のすべてを無効とする。

　　　　　（６）議長によって投票の終了が告げられるまでに投票されなかったもの

　　得票数の同数

第５条　　　役員の選挙において，得票数が同数の者のうち，ある者だけを当選者としなければならない場合は，開票立会人が抽籤によって当選者を決定する。ただし，理事が得票同数の場合は複数当選とする。

第2節 理事長の選任

第６条　　　理事長は理事あるいは理事経験者から理事会で選任され、評議員会で承認を受ける。

　　２．　　前項の規定にかかわらず，次に該当するときに限って，新たに理事会において理事長の選

任を選挙によって行う。

　　　　　（１）理事長が欠け，かつ，理事会が理事長を補充することを議決したとき

３．　　前項に定める理事長の選挙は，次の各号の規定によって行う。

　   （１）理事長になろうとするものは理事あるいは理事経験者でなければならない。

　　　　  （２）理事長候補者になろうとするものは，理事会が定めた期日の午後５時までに到着

　　するよう，書留郵便によって，その旨を理事長に届け出なければならない。

　　　　　（３）前号に定める届け出は，所定の用紙を用いて行い，理事長候補者の氏名，所属する施設名，生年月日，経歴および所信を記載しなければならない。

　　　　　（４）理事長は理事長の選挙を行う理事会の原則として10日前までに到着するように，理事長候補者の氏名，所属する施設名，生年月日，経歴および所信を記載した選挙公報を理事に送付する。

　　　　　（５）理事長の選挙は，理事長候補者を被選挙有権者として，無記名投票によって行い、投票数の最も多かった者を当選者とする。ただし候補者が１名の場合，投票を省略することができる。

第３節　集会会長および副会長、次期副会長の選任

　　集会会長の選任

第７条　　　集会会長の選任は，副会長を次年度の会長の候補者として，通常評議員の議決によって行

う。

　　２．　　前項の規定にかかわらず，次の各号の一つに該当するときに限って，新たに集会会長の選任を選挙によって行う。

　　　　　（１）集会会長が欠け，かつ，評議員会が集会会長を補充することを議決したとき

　　　　　（２）集会副会長を次年度の集会会長の候補者とすることができないとき

　　３．　　前項に定める集会会長の選挙は，次の各号の規定によって行う。

　　　　　（１）評議員は，集会会長の候補者（以下，会長候補者と略記）になることができる。

（２）会長候補者になろうとする者は，理事長が定めた期日の午後５時までに到着するよう，書留郵便によって，その旨を理事長に届け出なければならない。

　　　　　（３）前号に定める届け出は，所定の用紙を用いて行い，会長候補者の氏名，所属する施設名，生年月日，経歴および所信を記載しなければならない。

　　　　　 （４）理事長は集会会長の選挙を行う評議員会の原則として10日前までに到着するように，会長候補者の氏名，所属する施設名，生年月日，経歴および所信を記載した選挙公報を評議員に送付する。

　　　　　（５）集会会長の選挙は，会長候補者を被選挙有権者として，単記投票によって行い，投票数の最も多かった者を当選者とする。ただし候補者が１名の場合，投票を省略することができる。

　　　　　（６）集会会長は当分の間原則として外科2回，他科1回の割合とする。

　　集会副会長の選任

第８条　　　集会副会長の選任には，前条第3項の規定を準用する。この場合には，同項第1号に「集

会会長」とあるのは「集会副会長」と，同項第1号から第5号までに「会長候補者」とあ

るのは「副会長候補者」と，同項および同項第4号ならびに第5号に「集会会長の選挙」

とあるのは「集会副会長の選挙」と，それぞれ読み替えるものとする。

第９条　　　集会副会長に事故があるとき，または欠けたときは，理事長は，次期副会長を職務代　　　　　　　　　行者として委嘱することができる。

　　集会次期副会長の選任

第１０条　　集会次期副会長の選任には，第７条第3項の規定を準用する。この場合には，同項第1号

に「集会会長」とあるのは「集会次期副会長」と，同項第1号から第5号までに「会長候

補者」とあるのは「次期副会長候補者」と，同項および同項第4号ならびに第5号に「集
会会長の選挙」とあるのは「集会副会長の選挙」と，それぞれ読み替えるものとする。

第１１条　　集会次期副会長に事故があるとき，または欠けたときは，理事長は，次期副会長の選任を行うことができる。

第４節　理事および監事の選任

　　理事の選任

第１２条　　評議員は，理事の候補者（以下，理事候補者と略記）になることができる。

　　２．　　理事候補者になろうとする者は，会長が定めた期日の午後5時までに到着するよう，書留郵便によって，その旨を会長に届け出なければならない。

　　３．　　前項に定める届け出は，所定の用紙を用いて行い，理事候補者の氏名，専門科名，所属する施設名，生年月日，経歴及び所信を記載しなければならない。

　　４．　　理事長は，理事の選挙を行う評議員会の10日前までに到着するように，専門科別に，理事候補者の氏名，所属する施設名，生年月日，経歴及び所信を記載した選挙公報を評議員に送付する。

　　５．　　理事は評議員会において出席者の投票により選出する。有権者は所定の投票用紙で候補者10名を投票する。11名以上もしくは9名以下を投票した票は無効とする。

　　６．　　得票数の多い者から順に，各専門科別に，外科2名，内科2名，放射線科およびその他の臨床科2名，基礎系2名を当選者としたのち，それ以外の候補者は専門科にかかわりなく，投票数の最も多かった者から順に当選者とする。ただし改選にあたっては，理事の半数とするため外科1名，内科1名，放射線科およびその他の臨床科１名，基礎系1名を当選者としたのち，それ以外の候補者は専門科にかかわりなく，得票数の最も多かった者から順に当選者とする。

　　７．　　理事に欠員を生じたときは，欠員となった理事の専門科で，前回の理事選挙における次点者を繰り上げて補充する。当該専門科にて次点者が不在の場合は全科での次点者を繰り上げて補充する。その任期は前任者のそれを引き継ぐ。

　　監事の選任

第１３条　　監事の選任には，前条第１項及び第２項の規定を準用する。この場合には，前条第１項および第２項に「理事」とあるのを，「監事」と読み替えるものとする。

　　　２．　選挙によって選任する監事の数は任期を残す監事数を４名から減じた数とする。

　　　３．　監事の選挙は前項の定める数の候補者名の連記の投票によって行い，得票数の最も多かったものから順次前項に定めた定員以内までを当選者とする。

　　　４．　監事に欠員を生じたときは，前回の監事の選挙における次点者を繰り上げて補充する。

第２章　評議員の選任

第１節　総則　

　　適　用

第１４条　　評議員は，本会の会則に定められたことのほかは，この規則によって選任される。

　　評議員の区分

第１５条　　評議員はその選任の方法により，選挙によって選任される評議員（以下，選挙評議員と略記）と，選挙によらないで選任される評議員（以下，非選挙評議員と略記）とに区分する。

第２節　選挙評議員の選任

　　選挙評議員の選出

第１６条　　選挙評議員の定数は350名とする。

評議員の選出

第１７条　　評議員の選出は評議員選挙管理委員会（以下評議員選管委と略記）の審査を経るものとする。

　　　２．　評議員選管委の委員は，評議員の中から若干名に理事長が理事会の議を経て委嘱する。

　　　３．　評議員選管委の委員長は，委員のなかから理事長が理事会の議を経て委嘱する。

　　選挙権の有権者

第１８条　　有権者は本会の正会員であって，会費を完納した者とする。

　　　２．　有権者の名簿は，投票６か月前に公示される。公示後３か月以内は評議員選管委への異議の申し立てを認める。

　　被選挙権の有権者

第１９条　　新しく評議員になることを希望する者は，別に定める書式により，定められた日までに理事長に届け出るものとする。

　　　２．　候補者は連続５年以上，本会の正会員で，会費を完納した者とする。ただし，選挙が行われる前年の12月31日の時点で満65歳に達した者は候補者になれない。

　　　３．　候補者は最近5年間に，食道疾患に関連した研究業績を論文発表，あるいは学会発表し，その業績点数総計が10点以上ある者に限る。業績点数は論文の場合，著者は4点，共著者は2点とし，学会発表の場合，演者は2点，共同発表者は１点として算出する。

　　　４．　上記２，３については，本会が5年経過するまで執行を猶予する。

　　投　票

第２０条　　投票は，有権者1名につき３票とする。

　　投票の方法

第２１条　　有権者は評議員選管委から送付された投票用紙に，候補者３名の氏名を自書し，署名した所定の返送用封筒に入れ，これを選挙の期日の午後５時までに必ず到着するよう，直接，評議員選管委宛に郵送するものとする。

　　　２．　投票は無記名投票とする。

　　投票の無効

第２２条　　次の各号の投票は，これを無効とする。

　　　　　（１）所定の投票用紙を使用しなかったもの

　　　　　（２）候補者でない者の氏名を記載したもの

　　　　　（３）４人以上の氏名を記載したもの

　　　　　（４）候補者の氏名以外の事項を記載したもの。ただし，職業，身分または敬称を記入したものは有効とする。

　　　　　（５）記載した氏名を確認できないもの

　　　　　（６）選挙の期日までに到着しなかったもの

（７）投票用紙返信用封筒の署名がないもの。あるいは，署名が投票者以外のものであると，評議員選管委で判定されたもの

　　当選の判定

第２３条　　得票数の最も多かった者から，順次，定数までの候補者を当選者とする。

　　　２．　得票同数の場合は，評議員選管委委員長が抽籤によって順位を定める。

　　　３．　評議員選管委は，選挙の結果を総会で報告し速やかに公告する。

　　選挙評議員の任期

第２４条　　選挙評議員の任期は，その当選の決定した日に始まり，次の選挙において選挙評議員が決定する前日に終わる。

　　欠員の補充

第２５条　　選挙評議員に欠員を生じたときは，理事長は，理事会の議を経て，評議員選挙における次点者を，選挙評議員として補充することができる。その任期は，前任者のそれを引き継ぐ。

　　　２．　前項によって選挙評議員を補充したときは，理事長は，速やかにこれを公示する。

　　選挙の疑義

第２６条　　選挙評議員の選挙に関して疑義を生じたときは，評議員選管委で処理されることを原則とする。

第３節　非選挙評議員の選任

　　定　数

第２７条　　選挙による評議員のほか，非選挙評議員を選挙評議員定数の１/７以下の人数で50名以内置くことができる。

選考委員会

第２８条　　非選挙評議員を選考するために，本会に非選挙評議員選考委員会（以下，選考委員会と略記）を置く。

　　　２．　選考委員会は次の各号の委員によって構成する。

　　　　　　１）理事長
　　　　　　２）理事　若干名

　　　　　　３）理事及び監事以外の正会員　若干名

　　　３．　理事長以外の委員は，理事長が理事会の議を経て委嘱する。

　　選　考

第２９条　　選考委員会は評議員選挙の行われた後に，本会の正会員である者の中から，非選挙評議員候補者を選考する。

　　選　任

第３０条　　非選挙評議員は，業績並びに専門性などの学会運営上の必要性を考慮して，選考委員会が推薦し，理事会の議決を経て，選任する。

　　　２．　前項によって非選挙評議員を選任したときは，会長は，速やかにこれを公示する。

　　欠員の補充

第３１条　　非選挙評議員に欠員を生じたときは，必要であれば会長は，理事会の議を経て，非選挙評議員として補充することができる。

　　　２．　前項によって非選挙評議員を選任したときは，会長は，速やかにこれを公示する。

第３章　評議員及び理事選出のための専門科別区分

第３２条　　本会の専門科を次の４つとする。

　　　　　（１）外科

　　　　　（２）内科

　　　　　（３）放射線科およびその他の臨床科

　　　　　（４）基礎系

第４章　補則

第３３条　　幹事若干名をおくことができる。幹事は，理事長により指名され，理事会の承認を得るものとする。

　　変　更

第３４条　　この規則は，理事会及び評議員会の議決によって変更することができる。

　　附則

　（１）この規則は，平成１５年６月２６日から施行する。

　（２）平成１６年１２月１７日，一部改正。

　（３）平成１８年６月２９日，一部改正。

　（４）平成２０年６月２０日，一部改正。

日本食道学会名誉・特別会員内規

第１章　名誉会員規定に関する内規

　　　１．日本食道疾患研究会の当番世話人の経験者

　　　２．本会集会会長の経験者

　　　３．本会理事・監事を５年以上努めた者

　　以上のもので，満６５歳を越えたとき，次の総会時に会長が理事会，評議員会の議を

　経て推薦したもの

　　

第２章　特別会員規定に関する内規

　　　１．日本食道疾患研究会の世話人・幹事を５年以上努めた者

　　　２．本会評議員を原則として１０年以上努めた者

　　　３．その他本会に特別な功労のあった者

　　以上の者で，満６５歳を越えたとき，次の総会時に理事長が理事会，評議員会の議を

　経て推薦したもの

　　附則

　（１）この内規は，平成１６年１２月１７日から施行する。

　（２）平成２０年６月２０日，一部改正。

日本食道学会委員会規則（会則施行細則第４号）

第１条　　　この規則は，本会が設置する各種委員会について適用する。

第２条　　　理事長は，本会の事業を円滑に遂行するため，委員会を設置することができる。

第３条　　　委員会の設置及び廃止は，理事会の議決によって行う。

第４条　　　委員会の委員長及び委員は，委員会内規に別に定められた場合を除き，理事会の議を経て理事長が委嘱する。

第５条　　　委員長及び委員の任期は，２年とする。ただし，再任を妨げない。

第６条　　　委員長は委員会開催後４週間以内に議事録を作成して，理事長に提出する。

　　２．　　事務局は，前項議事録を10年間保存しなければならない。

　　３．　　会員は，理事長の承認を得て，前項議事録を閲覧することができる。

第７条　　　委員会は，この規則に定められたことのほかは，理事会の承認によって決定された委員会内規に従って運営する。

　　２．　　委員会内規は，理事会の承認によって変更することができる。

第８条　　　この規則は，理事会及び評議員会の議決によって変更することができる。

　

附則

　（１）この規則は，平成１５年６月２６日から施行する。

　（２）平成２０年６月２０日，一部改正。

日本食道学会選挙管理委員会内規

　

　　名　称

第１条　　　この委員会は，日本食道学会選挙管理委員会（以下，委員会と略記）という。

　　適　用

第２条　　　委員会は，日本食道学会役員・評議員選任規則（会則施行細則第３号）に定められたことのほかは，この内規によって運営する。

　　目　的

第３条　　　委員会は，本会の役員・評議員選挙に関する業務を所管し，本会の円滑な運営に資すること目的とする。

　　業　務

第４条　　　委員会は，前条の目的を達成するため，次の業務を行う。

（1） 理事長選挙に関する業務

（２）集会会長並びに集会副会長、集会次期副会長選挙に関する管理業務

（３）理事選挙に関する業務

　　　　　（４）監事選挙に関する業務

　　　　　（５）評議員選挙に関する業務

　　　　　（６）その他，前条の目的を達成するために必要な業務

　　構成等

第５条　　　委員会は，委員長及び委員をもって構成する。

　　２．　　委員長は委員会を代表して，委員会の業務を統括する。

　　３．　　委員長は，委員の中から指名によって副委員長を委嘱することができる。

　　４．　　副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるとき又は欠けたときは，その職務を代行する。

　　５．　　委員は，委員長とともに委員会を組織し，委員会の業務を執行する。

　　招集等

第６条　　　委員会は，会議の目的とする事項を示して，委員長が招集する。

　　２．　　委員会の議長は，委員長とする。

　　定足数等

第７条　　　委員会は，委員会構成員現在数の過半数が出席しなければ開会することができない。ただし，当該議事について文章をもってあらかじめ意志を表示した者は，出席とみなす。

　　２．　　委員会の議事は，出席者の過半数をもって決し，可否同数の時は，議長の決するところによる。

　　３．　　本会の役員は，委員会に出席して意見を述べることができる。

　　内規の変更

第８条　　　この内規は，委員会の議決を経，かつ，理事会の承認を受けて変更することができる。

　　附則

　（１）この内規は，平成１６年６月２３日から施行する。

日本食道学会会則委員会内規
　　名　称

第１条　　　この委員会は，日本食道学会会則委員会（以下，委員会と略記）という。

　　適　用

第２条　　　委員会は，日本食道学会会則委員会規則（会則施行細則第４号）に定められたことのほかは，この内規によって運営する。

　　目　的

第３条　　　委員会は，本会の会則及び本会の会則第４１条によって定められる細則並びに諸規定（以下「細則」等）の適正な運用と整備に関する業務を所管し，本会の円滑な運営に資することを目的とする。

　　業　務

第４条　　　委員会は，前条の目的を達成するため，理事長又は理事会の諮問に応じ，次の業務を行う。

　　　　　（１）会則及び細則等の運用と整備　　

　　　　　（２）会則及び細則等の疑義

　　　　　（３）その他，前条の目的を達成するために必要な業務

　　構成等

第５条　　　委員会は，委員長及び委員をもって構成する。

　　２．　　委員長は委員会を代表し，委員会の業務を統括する。

　　３．　　委員長は，委員のなかから，指名によって副委員長を委嘱することができる。

　　４．　　副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるとき又は欠けたときは，その職務を代行する。

　　５．　　委員は，委員長とともに委員会を組織し，委員会の業務を執行する。

　　招集等

第６条　　　委員会は，会議の目的とする事項を示して，委員長が招集する。

　　２．　　委員会の議長は，委員長とする。

　　定足数等

第７条　　　委員会は，委員会構成員現在数の過半数が出席しなければ開会することができない。ただし，当該議事について文書をもってあらかじめ意志を表示した者は，出席とみなす。

　　２．　　委員会の議事は，出席者の過半数をもって決し，可否同数の時は，議長の決するところによる。

　　３．　　本会の役員は，委員会に出席して意見を述べることができる。

　　内規の変更

第８条　　　この内規は，委員会の議決を経，かつ，理事会の承認を受けて変更することができる。

　

　　附則

　（１）この内規は，平成１５年６月２６日から施行する。

日本食道学会財務委員会内規

名　称

第１条　　　この委員会は，日本食道学会財務委員会（以下，委員会と略記）という。

適　用

第２条　　　委員会は，日本食道学会規則（会則施行細則第４号）に定められたことのほかは，この内規によって運営する。

　　目　的

第３条　　　委員会は，本会の会計及び財務に関する業務を所管し，本会の円滑な運営に資することを目的とする。 

　　業　務

第４条　　　委員会は，前条の目的を達成するため，次の業務を行う。

　　　　　（１）本会の業務計画原案及びこれに伴う収支予算原案の編成

　　　　　（２）本会の収支決算原案の作成

　　　　　（３）理事会，評議員会及び総会の権限に属する事項を除くその他の会計及び財務に関する事項の議決および執行

　　　　　（４）その他，前条の目的を達成するために必要な業務

　　構成等

第５条　　　委員会は，委員長及び委員をもって構成する。

　　２．　　委員長は副会長が担当し，委員会を代表して委員会の業務を統括する。

　　３．　　副委員長は次期副会長があたる。

　　４．　　副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるとき又は欠けたときは，その職務を代行する。

　　５．　　委員は，委員長とともに委員会を組織し，委員会の業務を執行する。

　　招集等

第６条　　　委員会は，会議の目的とする事項を示して，委員長が招集する。

　　２．　　委員会の議長は，委員長とする。

　　定足数等

第７条　　　委員会は，委員会構成員現在数の過半数が出席しなければ開会することができない。ただし，当該議事について文章をもってあらかじめ意志を表示した者は，出席とみなす。

　　２．　　委員会の議事は，出席者の過半数をもって決し，可否同数の時は，議長の決するところによる。

　　３．　　本会の役員は，委員会に出席して意見を述べることができる。

　　内規の変更

第８条　　　この内規は，委員会の議決を経，かつ，理事会の承認を受けて変更することができる。

　　附　則

　（１）この内規は，平成１５年６月２６日から施行する。

日本食道学会会誌編集委員会内規

名　称

第１条　　　この委員会は日本食道学会会誌編集委員会（以下，委員会と略記）という。

　　適　用

第２条　　　委員会は，日本食道学会委員会規則（会則施行細則第４号）に定められたことのほかは，この内規によって運営する。

　　目　的

第３条　　　委員会は本会の機関誌の編集に関する業務を所管し，食道癌ならびにほかの食道疾患に関する研究と診療の進歩に貢献することを目的とする。

　　業　務

第４条　　　委員会は，前条の目的を達成するため，理事会の諮問に応じ，次の業務を行う。

　　　　　（１）学会誌の編集

　　　　　（２）前号に掲げる雑誌の投稿規定に関する業務

　　　　　（３）その他，前条の目的を達成するために必要な業務

　　構成等

第５条　　　委員会は，委員長及び委員をもって構成する。

　　２．　　委員長は委員会を代表し，委員会の業務を統括する。

　　３．　　委員長は，委員のなかから指名によって副委員長を委嘱することができる。

　　４．　　副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるときまたは欠けたときは，その職務を代行する。

　　５．　　委員は，委員長とともに委員会を組織し，委員会の業務を執行する。

　　編集幹事

第６条　　　委員長は，委員会の議を経て，編集幹事を委嘱することができる。

　　２．　　委員長は，委員会の議を経て，編集幹事のなかから，編集幹事長を委嘱することができる。

　　３．　　編集幹事は，委員長の指示のもとに，編集に関する業務を分掌する。

　　招集等

第７条　　　委員会は，会議の目的とする事項を示して，委員長が招集する。

　　２．　　委員会の議長は，委員長とする。

　　定足数等

第８条　　　委員会は，委員会構成員現在数の過半数が出席しなければ開会することができない。ただし，当該議事について文書をもってあらかじめ意志を表示した者は，出席とみなす。

　　２．　　委員会の議事は，出席者の過半数をもって決し，可否同数の時は，議長の決するところによる。

　　３．　　本会の役員および編集幹事は，委員会に出席して意見を述べることができる。

　　内規の変更

第９条　　　この内規は，委員会の議決を経，かつ，理事会の承認を受けて変更することができる。

　　附　則

　（１）この内規は，平成１５年６月２６日から施行する。

日本食道学会広報委員会内規

　　名　称

第１条　　　この委員会は，日本食道学会広報委員会（以下，委員会と略記）という。

　　適　用

第２条　　　委員会は，日本食道学会規則（会則施行細則第４号）に定められたことのほかは，この内規によって運営する。

　　目　的

第３条　　　委員会は，本会の活動に関する情報を会員に伝達すると共に本会の発展に必要な広報活動を行うこと及び国内学会との協力に関する業務を所管し，本会の円滑な運営に資することを目的をする。

　　業　務

第４条　　　委員会は，前条の目的を達成するため，次の業務を行う。

　　　　　（１）日本食道学会ニュースの編集企画並びに発行

　　　　　（２）本会ホームページの編集企画

　　　　　（３）本会教育事業の企画

　　　　　（４）国内学会の情報の収集と広報に関する業務　

　　　　　（５）その他，前条の目的を達成するために必要な業務

　　構成等

第５条　　　委員会は，委員長及び委員をもって構成する。

　　２．　　委員長は，委員会を代表して委員会の業務を統括する。

　　３．　　委員長は，委員の中から指名により副委員長を委嘱することができる。

　　４．　　副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるとき又は欠けたときは，その職務を代行する。

　　５．　　委員は，委員長とともに委員会を組織し，委員会の業務を執行する。

　　招集等

第６条　　　委員会は，会議の目的とする事項を示して，委員長が招集する。

　　２．　　委員会の議長は，委員長とする。

　　定足数等

第７条　　　委員会は，委員会構成員現在数の過半数が出席しなければ開会することができない。ただし，当該議事について文章をもってあらかじめ意志を表示した者は，出席とみなす。

　　２．　　委員会の議事は，出席者の過半数をもって決し，可否同数の時は，議長の決するところによる。

　　３．　　本会の役員は，委員会に出席して意見を述べることができる。

　　内規の変更

第８条　　　この内規は，委員会の議決を経，かつ，理事会の承認を受けて変更することができる。

　　附則

　（１）この内規は，平成１６年６月２３日から施行する。

日本食道学会国際委員会内規

名　称

第１条　　　この委員会は日本食道学会国際委員会（以下，委員会と略記）という。

　　適　用

第２条　　　委員会は，日本食道学会委員会規則（会則施行細則第４号）に定められたことのほかは，この内規によって運営する。

　　目　的

第３条　　　委員会は，食道に関連した国際学会や海外の国内学会と連携することにより，本学会の活動を広く海外に紹介し，人的，学術的交流を通じて相互の発展を計ることを目的とする。

　　業　務

第４条　　　委員会は，前条の目的を達成するため，理事会の諮問に応じ，次の業務を行う。

　　　　　（１）本学会活動の海外への広報

　　　　　（２）国際学会や海外の国内学会の情報収集と情報交換

　　　　　（３）学術活動に関して諸外国との人的交流の推進

　　　　　（４）食道に関連した国際的な共同研究・調査の推進

　　　　　（５）その他，前条の目的を達成するために必要な業務

　　構成等

第５条　　　委員会は，委員長及び委員をもって構成する。

　　２．　　委員長は委員会を代表し，委員会の業務を統括する。

　　３．　　委員長は，委員の中から，指名によって副委員長を委嘱することができる。

　　４．　　副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるときまたは欠けたときは，その職務を代行する。

　　５．　　委員は，委員長とともに委員会を組織し，委員会の業務を執行する。

　　招集等

第６条　　　委員会は，会議の目的とする事項を示して，委員長が招集する。

　　２．　　委員会の議長は，委員長とする。

　　定足数等

第７条　　　委員会は，委員会構成員現在数の過半数が出席しなければ開会することができない。ただし当該議事について文書をもってあらかじめ意志を表示した者は，出席とみなす。

　　２．　　委員会の議事は，出席者の過半数をもって決し，可否同数の時は，議長の決するところによる。

　　３．　　本会の役員は，委員会に出席して意見を述べることができる。

　　内規の変更

第８条　　この内規は，委員会の議決を経，かつ，理事会の承認を受けて変更することができる。

　　附則

　（１）この内規は，平成１６年６月２３日から施行する。

日本食道学会保険診療検討委員会内規

　　名　称

第１条　　　この委員会は，日本食道学会保険診療検討委員会（以下，委員会と略記）という。

　　適　用

第２条　　　委員会は，日本食道学会委員会規則（会則施行細則第４号）に定められたことのほかは，この内規によって運営する。

　　目　的

第３条　　　委員会は，本会の保険診療報酬に関する業務を所管し，食道疾患診療の進歩に即応する保険診療報酬の適正化を図ることを目的とする。

　　業　務

第４条　　　委員会は，前条の目的を達成するため，理事会の諮問に応じ，次の業務を行う。

　　　　　（１）適正な保険診療報酬に関する調査と審議

　　　　　（２）保険診療報酬の適正化に関する関連学会及び団体との協議と連携

　　　　　（３）保険診療報酬の適正化に関する関係官庁及び団体との交渉

　　　　　（４）その他，前条の目的を達成するために必要な業務

　　構成等

第５条　　　委員会は，委員長及び委員をもって構成する。

　　２．　　委員長は委員会を代表し，委員会の業務を統括する。

　　３．　　委員長は，委員のなかから，指名によって副委員長を委嘱することができる。

　　４．　　副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるとき又は欠けたときは，その職務を代行する。

　　５．　　委員は，委員長とともに委員会を組織し，委員会の業務を執行する。

　　招集等

第６条　　　委員会は，会議の目的とする事項を示して，委員長が招集する。

　　２．　　委員会の議長は，委員長とする。

　　定足数等

第７条　　　委員会は，委員会構成員現在数の過半数が出席しなければ開会することができない。ただし，当該議事について文書をもってあらかじめ意志を表示した者は，出席とみなす。

　　２．　　委員会の議事は，出席者の過半数をもって決し，可否同数の時は，議長の決するところによる。

　　３．　　本会の役員は，委員会に出席して意見を述べることができる。

　　内規の変更

第８条　　　この内規は，委員会の議決を経，かつ，理事会の承認を受けて変更することができる。

　　附則

　（１）この内規は，平成１５年６月２６日から施行する。

日本食道学会取扱い規約委員会内規

名　称

第１条　　　この委員会は，日本食道学会取扱い規約委員会（以下，委員会と略記）という。

　　適　用

第２条　　　委員会は，日本食道学会委員会規則（会則施行細則第４号）に定められたことのほかは，この内規によって運営する。

　　目　的

第３条　　　委員会は，本会の作成する食道癌取扱い規約に関する業務を所管し，食道癌およびそれに関する研究と診療の進歩に貢献することを目的とする。

　　業　務

第４条　　　委員会は，前条の目的を達成するため，理事会の諮問に応じ，次の業務を行う。

　　　　　（１）食道癌取扱い規約の検討

　　　　　（２）食道癌取扱い規約の改定のために必要な業務

　　　　　（３）その他，前条の目的を達成するために必要な業務

　　構成等

第５条　　　委員会は，委員長及び委員をもって構成する。

　　２．　　委員長は委員会を代表し，委員会の業務を統括する。

　　３．　　委員長は，委員の中から，指名によって副委員長を委嘱することができる。

　　４．　　副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるときまたは欠けたときは，その職務を代行する。

　　５．　　委員は，委員長とともに委員会を組織し，委員会の業務を執行する。

　　招集等

第６条　　　委員会は，会議の目的とする事項を示して，委員長が招集する。

　　２．　　委員会の議長は，委員長とする。

　　定足数等

第７条　　　委員会は，委員会構成員現在数の過半数が出席しなければ開会することができない。ただし当該議事について文書をもってあらかじめ意志を表示した者は，出席とみなす。

　　２．　　委員会の議事は，出席者の過半数をもって決し，可否同数の時は，議長の決するところによる。

　　３．　　本会の役員は，委員会に出席して意見を述べることができる。

　　内規の変更

第８条　　　この内規は，委員会の議決を経て，かつ，理事会の承認を受けて変更することができる。

　　附則

　（１）この内規は，平成１５年６月２６日から施行する。

日本食道学会全国登録委員会内規

　　名　称

第１条　　　この委員会は，日本食道学会全国登録委員会（以下，委員会と略記）という。

　　適　用

第２条　　　委員会は，日本食道学会委員会規則（会則施行細則第４号）に定められたことのほかは，この内規によって運営する。

　　目　的

第３条　　　委員会は，日本食道疾患研究会の食道癌全国登録事業を継承し，会員の共有財産である食道癌患者の全国登録を平成１４年６月に文部科学省／厚生労働省により告示された「疫学に関する倫理指針」に則って集積し，食道癌データベースの作成を行うとともに，個人情報保護に徹した管理と情報の提供を行うことを目的とする。

　　業　務

第４条　　　委員会は，前条の目的を達成するため，理事会の諮問に応じ，次の業務を行う。

　　　　　（１）食道癌全国登録事業の推進

　　　　　（２）食道癌データベースの作成及び管理ならびに情報提供

　　　　　（３）その他，前条の目的を達成するために必要な業務

　　構成等

第５条　　　委員会は，委員会及び委員並びに担当理事（委員会顧問とする）をもって構成する。

　　２．　　委員長は委員会を代表し，委員会の業務を統括する。

　　３．　　委員長は，委員のなかから，指名によって副委員長を委嘱することができる

　　４．　　副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるときは又は，欠けたときは，その業務を代行する。

　　５．　　委員は，委員長とともに委員会を組織，委員会の業務を執行する。

　　招集等

第６条　　　委員会は，会議の目的とする事項を示して，委員長が招集する。

　　２．　　委員会の議長は，委員長とする。

　　定足数等

第７条　　　委員会は，委員会構成員現在数の過半数が出席しなければ開会することができない。ただし，当該議事について文書をもってあらかじめ意志を表示した者は，出席とみなす。

　　２．　　委員会の議事は，出席者の過半数をもって決し，可否同数の時は，議長の決するところによる。

　　３．　　本会の役員は，委員会に出席して意見を述べることができる。

　　内規の変更

第８条　　　この内規は，委員会の議決を経，かつ，理事会の承認を受けて変更することができる。

　　附則

　（１）この内規は，平成１５年６月２６日から施行する。

　（２）平成１６年６月２３日に一部改定の上，施行する。

日本食道学会病理組織検討委員会内規

　　名　称

第１条　　　この委員会は，日本食道学会病理組織検討委員会（以下，委員会と略記）という。

　　適　用

第２条　　　委員会は，日本食道学会委員会規則（会則施行細則第４号）に定められたことのほかは，この内規によって運営する。

　　目　的

第３条　　　委員会は，食道癌の病理組織に関する基礎的臨床的検討に関する業務を所管し，食道癌に関する研究と診療の進歩に貢献することを目的とする。

　　業　務

第４条　　　委員会は，前条の目的を達成するため，理事会の諮問に応じ，次の業務を行う。

　　　　　（１）食道癌の病理学的検討

　　　　　（２）食道癌取扱い規約の改定のために必要な業務

　　　　　（３）その他，前条の目的を達成するために必要な業務

　　構成等

第５条　　　委員会は，委員長及び委員をもって構成する。

　　２．　　委員長は委員会を代表し，委員会の業務を統括する。

　　３．　　委員長は，委員の中から，指名によって副委員長を委嘱することができる。

　　４．　　副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるときまたは欠けたときは，その職務を代行する。

　　５．　　委員は，委員長とともに委員会を組織し，委員会の業務を招集する。

　　招集等

第６条　　　委員会は，会議の目的とする事項を示して，委員長が招集する。

　　２．　　委員会の議長は，委員長とする。

　　定足数等

第７条　　　委員会は，委員会構成員現在数の過半数が出席しなければ開会することができない。ただし当該議事について文書をもってあらかじめ意志を表示した者は，出席とみなす。

　　２．　　委員会の議事は，出席者の過半数をもって決し，可否同数の時は，議長の決するところによる。

　　３．　　本会の役員は，委員会に出席して意見を述べることができる。

　　内規の変更

第８条　　　この内規は，委員会の議決を経て，かつ，理事会の承認を受けて変更することができる。

　　附則

　（１）この内規は，平成１５年６月２６日から施行する。

日本食道学会将来構想検討委員会内規

　　名　称

第１条　　　この委員会は，日本食道学会将来構想検討委員会（以下，委員会と略記）という。

　　適　用

第２条　　　委員会は，日本食道学会規則（会則施行細則第４号）に定められたことのほかは，この内規によって運営する。

　　目　的

第３条　　　委員会は，本会の将来構想の検討に関する業務を所管し，本会の円滑な運営に資することを目的とする。

　　業　務

第４条　　　委員会は，前条の目的を達成するため，次の業務を行う。

　　　　　（１）本会の理想的な将来像を構想する

　　　　　（２）上項の実現のための方法を検討する

　　　　　（３）上項の実現のための業務を他の委員会に委嘱する

　　　　　（４）必要に応じ非常置委員会を設置する。

　　　　　（５）その他，前条の目的を達成するために必要な業務

　　構成等

第５条　　　委員会は，委員長及び委員をもって構成する。

　　２．　　委員長は，委員会を代表して委員会の業務を統括する。

　　３．　　委員長は，指名により委員の中から副委員長を委嘱することができる。

　　４．　　副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるとき又は欠けたときは，その職務を代行する。

　　５．　　委員は，委員長とともに委員会を組織し，委員会の業務を執行する。

招集等

第６条　　　委員会は，会議の目的とする事項を示して，委員長が招集する。

　　２．　　委員会の議長は，委員長とする。

　　定足数等

第７条　　　委員会は，委員会構成員現在数の過半数が出席しなければ開会することができない。ただし当該議事について文章をもってあらかじめ意志を表示した者は，出席とみなす。

　　２．　　委員会の議事は，出席者の過半数をもって決し，可否同数の時は，議長の決するところによる。

　　３．　　本会の役員は，委員会に出席して意見を述べることができる。

　　内規の変更

第８条　　　この内規は，委員会の議決を経，かつ，理事会の承認を受けて変更することができる。

　　附則

　（１）この内規は，平成１６年６月２３日から施行する。

日本食道学会食道癌診断・治療ガイドライン検討委員会内規
　　名　称

第１条　　　この委員会は，日本食道学会食道癌診断・治療ガイドライン検討委員会（以下，委員会と略記）という。

　　適　用

第２条　　　委員会は，日本食道学会委員会規則（会則施行細則第４号）に定められたことのほかは，この内規によって運営する。

　　目　的

第３条　　　委員会は，本会の食道癌診断・治療ガイドラインに関する業務を所管し，食道癌に関する診療・研究の進歩と本ガイドラインが食道癌診療に貢献することを目的とする。

　　業　務

第４条　　　委員会は，前条の目的を達成するため，理事会の諮問に応じ，次の業務を行う。

　　　　　（１）食道癌診断・治療ガイドライン（医師用）の改訂

　　　　　（２）食道癌診断・治療ガイドラインの解説（一般用）の作成

　　　　　（３）その他，前条の目的を達成するために必要な業務

構成等

第５条　　　委員会は，委員長及び委員をもって構成する。

　　２．　　委員長は委員会を代表し，委員会の業務を統括する。

　　３．　　委員長は，委員のなかから，指名によって副委員長を委嘱することができる。 

　　４．　　副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるとき又は欠けたときは，その業務を代行する。

　　５．　　委員は，委員長とともに委員会を組織し，委員会の業務を執行する。

招集等

第６条　　　委員会は，会議の目的とする事項を示して，委員長が招集する。

　　２．　　委員会の議長は，委員長とする。

　　定足数等

第７条　　　委員会は，委員会構成員現在数の過半数が出席しなければ開会することができない。ただし，当該議事について文書をもってあらかじめ意志を表示した者は，出席とみなす。

　　２．　　委員会の議事は，出席者の過半数をもって決し，可否同数の時は，議長の決するところによる。

　　３．　　本会の役員は，委員会に出席して意見を述べることができる。

　　内規の変更

第８条　　　この内規は，委員会の議決を経て，かつ，理事会の承認を受けて変更することができる。

　　附　則

　（１）この内規は，平成１６年６月２３日から施行する。

日本食道学会倫理委員会内規

　　名　称

第１条　　　この委員会は，日本食道学会倫理委員会（以下，委員会と略記）という。

　　適　用

第２条　　　委員会は，日本食道学会規則（会則施行細則第４号）に定められたことのほかには，この内規によって運営する。

　　目　的

第３条　　　委員会は，本会の倫理に関する業務を所管し，本会の円滑な運営に資することを目的とする。

　　業　務

第４条　　　委員会は，前条の目的を達成するため，次の業務を行う。

　　　　　（１）本会会員並びに会務が社会通念や医学に従事するものとして，倫理的であるか否かの検討

　　　　　（２）倫理条項に反した会員の除名に関する検討，及び理事会への上申

　　　　　（３）その他，前条の目的を達成するために必要な業務

構成等

第５条　　　委員会は委員長及び委員をもって構成する。

　　２．　　委員長は，委員会を代表して委員会の業務を総括する。

　　３．　　委員長は，指命により委員の中から副委員長を委嘱することができる。

　　４．　　副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるとき又は欠けたときは，その職務を代行する。

　　５．　　委員は，委員長とともに委員会を組織し，委員会の業務を執行する。

　　６．　　本委員会に，理事会の議を経て非会員である法律家，倫理関連等の有識者から特別委員を置くことができる。

招集等

第６条　　　委員会は，会議の目的とする事項を示して，委員長が招集する。

　　２．　　委員会の議長は，委員長とする。

　　定足数等

第７条　　　委員会は，委員会構成員現在数の過半数が出席しなければ開会することができない。ただし，当該議事について文章をもってあらかじめ意志を表示した者は，出席とみなす。

　　２．　　委員会の議事は，出席者の過半数をもって決し，可否同数の時は，議長の決するところによる。

　　３．　　本会の役員は，委員会に出席して意見を述べることができる。

　　小委員会の設置

第８条　　　委員長は，次の事項に該当する場合に，本委員会の中に小委員会を設置することができる。

　　　　　（１）理事会が設置の目的を示してこれを決議し，会長または委員長がその必要性を認めた場合

　　　　　（２）本委員会の構成員（委員および特別委員）の3分の1以上から，設置の目的を示して請求を受けた場合

　　２．　　小委員会の委員長は，本委員会委員長の兼任を防げない。

　　　　３．　　小委員会の委員（以下，小委員）は，本委員会の構成員（委員および特別委員）の中から，委員長が委嘱する。

　　　　４．　　小委員会には小委員の他，必要に応じて本委員会の構成員（委員および特別委員）以外の者も加えることができる。

　　　　５．　　小委員会は，設置目的を達成するために業務（作業）を行い，これを本委員会に報告する。

　　　　６．　　小委員会の運営は，本委員会の運営（前条項）に準じる。

　　内規の変更

第９条　　　この内規は，委員会の議決を経，かつ，理事会の承認を受けて変更することができる。

附　則

　（１）この内規は，平成１６年９月１５日から施行する。

日本食道学会臨床治験・試験委員会内規

　　名　称

第１条　　　この委員会は日本食道学会臨床治験・試験委員会（以下，委員会と略記）という。

　　適　用

第２条　　　委員会は，日本食道学会委員会規則（会則施行細則第４号）に定められたことのほかは，この内規によって運営する。

　　目　的

第３条　　　委員会は，食道疾患の臨床治験，試験に関する業務を所管し，食道疾患に関する研究と診療の進歩に貢献することを目的とする。

　　業　務

第４条　　　委員会は，前条の目的を達成するため，理事会の諮問に応じ，次の業務を行う。

　　　　　（１）食道疾患に関する臨床治験ならびに試験の立案

　　　　　（２）上記を遂行するために必要な業務

　　　　　（３）その他，前条の目的を達成するために必要な業務

　　構成等

第５条　　　委員会は，委員長及び委員をもって構成する。

　　２．　　委員長は委員会を代表し，委員会の業務を統括する。

　　３．　　委員長は，委員の中から，指名によって副委員長を委嘱することができる。

　　４．　　副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるときまたは欠けたときは，その職務を代行する。

　　５．　　委員は，委員長とともに委員会を組織し，委員会の業務を執行する。

招集等

第６条　　　委員会は，会議の目的とする事項を示して，委員長が招集する。

　　２．　　委員会の議長は，委員長とする。

　　定足数等

第７条　　　委員会は，委員会構成員現在数の過半数が出席しなければ開会することができない。ただし当該議事について文書をもってあらかじめ意志を表示した者は，出席とみなす。

　　２．　　委員会の議事は，出席者の過半数をもって決し，可否同数の時は，議長の決するところによる。

　　３．　　本会の役員は，委員会に出席して意見を述べることができる。

　　内規の変更

第８条　　　この内規は，委員会の議決を経，かつ，理事会の承認を受けて変更することができる。

　　附　則

　（１）この内規は，平成１６年６月２３日から施行する。

日本食道学会放射線療法・化学療法検討委員会内規

　　名　称

第１条　　　この委員会は，日本食道学会放射線療法・化学療法検討委員会（以下，委員会と略記）という。

　　適　用

第２条　　　委員会は，日本食道学会委員会規則（会則施行細則第４号）に定められたことのほかは，この内規によって運営する。

　　目　的

第３条　　　委員会は，食道癌の放射線療法・化学療法に関する業務を所管し，食道癌の研究と診療の進歩に貢献することを目的とする。

　　業　務

第４条　　　委員会は，前条の目的を達成するため，理事会の諮問に応じ，次の業務を行う。

　　　　　（１）放射線療法・化学療法に関する情報の収集と広報

　　　　　（２）放射線・化学療法の安全性に関する勧告

　　　　　（３）ガイドライン作成についてガイドライン検討委員会と密接に連携を持つ

　　　　　（４）その他，前条の目的を達成するために必要な業務

　　構成等

第５条　　　委員会は，委員長及び委員をもって構成する。

　　２．　　委員長は委員会を代表し，委員会の業務を統括する。

　　３．　　委員長は，委員の中から，指名によって副委員長を委嘱することができる。

　　４．　　副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるときまたは欠けたときは，その職務を代行する。

　　５．　　委員は，委員長とともに委員会を組織し，委員会の業務を執行する。

招集等

第６条　　　委員会は，会議の目的とする事項を示して，委員長が招集する。

　　２．　　委員会の議長は，委員長とする。

　　定足数等

第７条　　　委員会は，委員会構成員現在数の過半数が出席しなければ開会することができない。ただし当該議事について文書をもってあらかじめ意志を表示した者は，出席とみなす。

　　２．　　委員会の議事は，出席者の過半数をもって決し，可否同数の時は，議長の決するところによる。

　　３．　　本会の役員は，委員会に出席して意見を述べることができる。

　　内規の変更

第８条　　　この内規は，委員会の議決を経て，かつ，理事会の承認を受けて変更することができる。

　　附　則

（1） この内規は，平成１６年６月２３日から施行する。

日本食道学会内視鏡検討委員会内規

　　名　称

第１条　　　この委員会は，日本食道学会内視鏡検討委員会（以下，委員会と略記）という。

　　適　用

第２条　　　委員会は日本食道学会委員会規則（会則施行細則第４号）に定められたことのほかは，この内規によって運営する。

　　目　的

第３条　　　委員会は食道疾患の内視鏡検査ならびに内視鏡治療に関する業務を所管し，食道疾患の基礎的臨床的研究と診療の進歩に貢献することを目的とする。

　　業　務

第４条　　　委員会は前条の目的を達成するため，理事会の諮問に応じ，次の業務を行う。

　　　　　（１）食道内視鏡の基礎的ならびに臨床的検討。

　　　　　（２）食道癌取り扱い規約の改定のために必要な業務。

　　　　　（３）その他，前条の目的を達成するために必要な業務。

　　構成等

第５条　　　委員会は委員長および委員をもって構成する。

　　２．　　委員長は委員会を代表し，委員会の業務を統括する。

　　３．　　委員長は委員の中から指名によって副委員長を委嘱することができる。

　　４．　　副委員長は委員長を補佐し，委員長に事故があるとき又は欠けたときはその職務を代行する。

　　５．　　委員は委員長とともに委員会を組織し，委員会の業務を招集する。

　　招集等

第６条　　　委員会は会議の目的とする事項を示して委員長が招集する。

　　２．　　委員会の議長は委員長とする。

　　定足数等

第７条　　　委員会は委員会構成員現在数の過半数が出席しなければ開会する事が出来ない。ただし当該議事について文書をもってあらかじめ意志を表示した者は出席と見なす。

　　２．　　委員会の議事は出席者の過半数をもって決し，可否同数の時は議長の決するところによる。

　　３．　　本会の役員は委員会に出席して意見を述べることができる。

　　内規の変更

第８条　　　この内規は委員会の議決を経て，かつ理事会の承認を受けて変更することができる。

　　

　　付則　

　（１）この内規は平成１６年１２月２０日から施行する。

　

日本食道学会卒後教育および専門医検討委員会内規
　　名称
第1条 この委員会は、日本食道学会卒後教育および専門医検討委員会（以下、委員会と略記）という。
　　適用
第2条 委員会は、日本食道学会委員会規則（会則施行細則第４号）に定められたことのほかは、この内規によって運営する。
　　目的
第3条 委員会は、本会における卒後教育および認定医・専門医制度に関する事項を所管し、会員の能力向上ひいては食道疾患の研究と診療の進歩に貢献する事を目的とする。
　　業務
第4条 委員会は、前条の目的を達成するため、理事会の諮問に応じ、次の業務を行う。
（1） 卒後教育制度の必要性および制度の提案、確立ならびに運用方法に関する検討
（2） 認定医・専門医制度の必要性および制度の提案、確立ならびに運用方法に関する検討
（3） その他、前条の目的を達成するために必要な業務
　　構成等
第5条 委員会は、委員長および委員をもって構成する。
　　    ２．　委員長は原則として理事の中から選出され、委員会を代表して委員会の業務を統括する。
　　    ３．　委員長は、委員の中から、指名によって副委員長を委嘱することができる。
　　    ４．　副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときまたは欠けたときは、その職務を代行する。
５． 委員は、委員長とともに委員会を組織し、委員会の業務を執行する。
　　招集等
第6条 委員会は、会議の目的とする事項を示して、委員長が招集する。
2． 委員会の議長は、委員長とする。
3． 委員長は、委員以外の者を参考人（オブザーバー）として招集し、意見を求めることができる。
　　定足数等
第7条 委員会は、委員会構成員現在数の過半数が出席しなければ開会することができない。ただし当該議事について文書をもってあらかじめ意志を表示した者は、出席とみなす。
　　　　 ２．　委員会の議事は、出席者の過半数をもって決し、可否同数の時は、議長の決するところによる。
　　     ３．　本会の役員は、委員会に出席して意見を述べることができる。
　　内規の変更
第8条 この内規は、委員会の議決を経て、かつ、理事会の承認を受けて変更することができる。

　

　附則
　（１）この内規は、平成１８年３月１７日から施行する。

日本食道学会プログラム検討委員会内規
　
　　名　称
第１条　　　この委員会は，日本食道学会プログラム検討委員会（以下，委員会と略記）という。
　　適　用
第２条　　　委員会は，日本食道学会役員・評議員選任規則（会則施行細則第３号）に定められたことのほかは，この内規によって運営する。
　　目　的
第３条　　　委員会は，本会学術集会のプログラムに関する業務を所管し，本会の円滑な運営に資することを目的とする。
　　業　務
第４条　　　委員会は，前条の目的を達成するため、次の業務を行う。
　　　　　（１）学術集会のあり方に関する提言
　　　　　（２）その他，前条の目的を達成するために必要な業務
　　構成等
第５条　　　委員会は，委員長及び委員をもって構成する。
　　２．　　委員長は委員会を代表して，委員会の業務を統括する。
　　３．　　委員長は，委員の中から指名によって副委員長を委嘱することができる。
　　４．　　副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるとき又は欠けたときは，その職務を代行する。
　　５．　　委員は，委員長とともに委員会を組織し，委員会の業務を執行する。
　　招集等
第６条　　　委員会は，会議の目的とする事項を示して，委員長が招集する。
2． 委員会の議長は，委員長とする。
3． 委員長は、委員以外の者を参考人（オブザーバー）として召集し、意見を求めることができる。
　　定足数等
第７条　　　委員会は，委員会構成員現在数の過半数が出席しなければ開会することができない。ただし，当該議事について文章をもってあらかじめ意志を表示した者は，出席とみなす。
　　２．　　委員会の議事は，出席者の過半数をもって決し，可否同数の時は，議長の決するところによる。
　　３．　　本会の役員は，委員会に出席して意見を述べることができる。
　　内規の変更
第８条　　　この内規は，委員会の議決を経，かつ，理事会の承認を受けて変更することができる。
　　附則
　（１）この内規は，平成１９年６月２０日から施行する。
日本食道学会認定医審査委員会内規　

　　名称

第1条 　　この委員会は、日本食道学会認定審査委員会 (以下、委員会と略記)という。

　　適用

第2条 　　委員会は、日本食道学会委員会規則(会則施行細則第４号)に定められたことのほかは、この　　　　

内規によって運営する。

　　目的

第3条 　　委員会は、本会における食道科認定医（以下、認定医）の認定あるは更新における審査に　　

関する事項を所管し、会員能力の向上ひいては食道疾患の研究と診療の進歩に貢献する事を目的とする。

　　業務

第4条     委員会は、前条の目的を達成するため、理事会の諮問に応じ、次の業務を行う。

　　 （１）認定医認定申請資格の審査 

     （２） 認定審査

  　 （３）申請資格および認定審査に必要な調査

　　 （４）その他、認定医資格認定業務に必要な事項

構成等

第5条 　　委員会は、委員長および委員をもって構成する。

    ２．　 委員長は原則として理事の中から選出され、委員会を代表して委員会の業務を統括する。
    ３．　 委員長は、委員の中から、指名によって副委員長を委嘱することができる。

    ４．　 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときまたは欠けたときは、その職務を代行する。

    ５．　 委員は食道科認定医制度規則施行細則第４条に従い選出され、委員長とともに委員会を 組織し、委員会の業務を執行する。

　　招集等

第6条 　 委員会は、会議の目的とする事項を示して、委員長が招集する。

２．  委員会の議長は、委員長とする。

３．　 委員長は、委員以外の者を参考人(オブザーバー)として招集し、意見を求めることができる。

定足数等

第7条    委員会は、委員会構成員現在数の過半数が出席しなければ開会することができない。ただし     

当該議事について文書をもってあらかじめ意志を表示した者は、出席とみなす。

２．　委員会の議事は、出席者の過半数をもって決し、可否同数の時は、議長の決するところによる。

３．　本会の役員は、委員会に出席して意見を述べることができる。
内規の変更

第8条    この内規は、委員会の議決を経て、かつ、理事会の承認を受けて変更することができる。

　

　附則

（１）この内規は、平成1９年１０月３日から施行する。

日本食道学会暫定会則

第１章　総則

第１条　　日本食道疾患研究会から日本食道学会への移行を達成するために，暫定移行措置として日本食道学会暫定会則を施行する。

第２章　暫定理事，暫定評議員の選任

　　暫定理事の選任

第２条　　　日本食道疾患研究会の幹事を日本食道学会暫定理事とする。

　　２．　　暫定理事の任期は，新理事が新評議員会で選出されるまでとする。

　　暫定評議員の選任

第３条　　　日本食道疾患研究会の各施設の施設代表者または連絡者のいずれかを日本食道学会暫定評議員とする。

　　２．　　暫定評議員の任期は第１回の新評議員会までとする。

　　暫定評議員会

第４条　　　日本食道学会暫定評議員が確定した後，６か月以内に暫定評議員会を開催し，会長を選任する。

第３章　会長の選任

　　選任の方法

第５条　　　会長は，第５６回日本食道疾患研究会の施設代表者会議において選任された当番世話人を第５７回日本食道学会会長とする。

　　２．　　会長は平成１５年度の日本食道学会総会を開催する。

第４章　評議員の選出

　　

　　選挙管理委員会

第６条　　　会長は，暫定評議員のなかの数名と暫定理事会で推薦を受けた数名に選挙管理委員を委嘱する。

　　２．　　会長は，暫定理事のなかの１名に選挙管理委員を委嘱する。

　　評議員の選出

第７条　　　選挙管理委員会は，速やかに評議員選挙を行い，評議員を選出する。

第５章　非選挙評議員の選出

　　非選挙評議員選出委員会

第８条　　　会長は暫定評議員のなかの数名と暫定理事会で推薦を受けた数名に非選挙評議員選出委員を委嘱する。

第９条　　　会長は暫定理事会のなかの１名に非選挙評議員選出委員を委嘱する。

　　非選挙評議員の選出

第１０条　　非選挙評議員選出委員会は分野，学識，経験年数を考慮して若干名の非選挙評議員を推薦し，評議員会で承認する。

第６章　次期会長，次々期会長，理事，監事の選任

　　次期会長の選任

第１１条　　次期会長は，第５６回日本食道疾患研究会の施設代表者会議において選任された第５８回日本食道疾患研究会当番世話人とする。

　　　２．　次期会長は平成１５年の第１回評議員会及び通常総会で承認を受け，年次学術集会終了の翌日より会長になる。

　　　３．　会長は平成１６年度の総会を開催する。

　　次々期会長の選任

第１２条　　次々期会長は，平成１５年の評議員会で選任され，通常総会で承認されて，年次学術集会終了の翌日より次期会長に就任する。

　　理事の選任

第１３条　　日本食道学会理事は，平成１５年の評議員会で選任される。

　　　２．　初回の理事選出にあたっては得票数の多いものから順に各専門科別に外科２名，内科２名，放射線科及びその他の臨床系２名，基礎系２名を当選者としたのち，それ以外の候補者は専門科にかかわりなく投票数の最も多かった者から順に当選者とする。第１回目の改選にあたっては，各分野上位１名と得票数の多いものから順に１０名は３年任期とする。

　　監事の選任

第１４条　　日本食道学会監事は，平成１５年の評議員会で選任される。

　　任　期

第１５条　　平成１５年度の総会で承認された第５８回会長の任期は，平成１５年度日本食道学会終了の翌日から平成１６年度日本食道学会終了の日までとする。

　　　２．　平成１５年度の総会で承認された次期会長の任期は，平成１５年度日本食道学会終了の翌日から平成１６年度日本食道学会終了の日までとする。

　　　３．　平成１５年度の総会で承認された理事の任期は，平成１５年度日本食道学会終了の翌日から平成１８年度（上位１０名）また平成１７年度（下位１０名）の日本食道学会終了の日までとする。

　　　４．　平成１５年度の総会で承認された監事の任期は，平成１５年度日本食道学会終了の翌日から平成１７年度日本食道学会終了の日までとする。

第７章　資産及び会計

資産の構成

第１６条　　日本食道学会の資産は次ぎにあげるものをもって構成する。

　　　　　　１）日本食道疾患研究会の財産目録に記載された財産

　　　　　　２）会費及び入会金

　　　　　　３）寄付金品

　　　　　　４）事業に伴う収入

　　　　　　５）資産から生ずる収入　　

　　　　　　６）その他の収入

　　資産の管理

第１７条　　本会の資産は会長が管理し，その管理方法は暫定理事会の議決により定める。理事選任は理事会の議決により定める。

　　経費の支弁

第１８条　　本会の経費は，資産をもって支弁する。

　　会計年度

第１９条　　発足事業会計年度を平成１５年１月より平成１５年４月３０日とする。

　　　２．　平成１５年会計年度を平成１５年５月１日より平成１６年４月３０日とする。

　　予算および決算

第２０条　　平成１４年１月１日から平成１４年１２月３１日までの日本食道疾患研究会収支決算は会計年度終了後３か月以内に暫定理事会で承認する。

　　　２．　本会の発足事業年度収入予算は暫定評議員会を経て定める。

　　　３．　発足事業年度収支決算は年度終了後３か月以内に趣旨決算書，賃貸対照表および財産目録とともに，暫定監事の監査を受け総会の承認を得なければならない。

　　　４．　平成１５年度収支予算は，評議員会を経て定める。ただし評議員会の日まで前期の予算を基準として執行する。

　　　５．　平成１５年度収支決算は年度終了後３か月以内に収支決算表，賃貸対照表および財産目録とともに，監事の監査を受け総会の承認を得なければならない

　　　６．　日本食道学会の初年度年会費は平成１５年１月１日から平成１６年４月３０日までの会費とする。

第８章　会則の変更

　　会則の変更

第２１条　　この規則は，暫定理事会，暫定評議員会の議を経て，かつ，総会の承認を受けて変更することができる。

経過措置に関する規則

第１条　　　平成１５年６月２６日の会則の改正に伴い，その円滑な移行を図るために，次の経過措置を適用する。

　　　　　（１）会計年度の変更は平成１５年度からとする。第１期会計年度は平成１５年１月１日から平成１５年４月３０日とする。

　　　　　（２）平成１５年度の会計年度は，平成１５年５月１日から平成１６年４月３０日とする。

　　　　　（３）平成１５年度の年会費は，平成１５年５月１日から平成１６年４月３０日までの会費とする。

第２条　　　この規則は，理事会，評議員会の議を経，かつ，総会の承認を受けて変更することができる。

　　附　則

　（１）この規則は，平成１５年１月１日から施行する。

（2） 平成１６年１２月１７日，一部改正。

　　　　　　　　　　　　会則変更に伴う暫定処置ならびに施行細則

１．除名者復権に関する暫定処置。

　　滞納していた平成１６年度及び１７年度年会費及び今年度分の年会費納入していただく。ただし平成１８年度は、会員でなかったということになるので、滞納分及び今年度分を入金した日を会員再開日とする。（平成２０年４月１５日に滞納していた２年分の年会費及び平成１９年度年会費を入金した場合、認定医等の会員期間については、平成２０年４月１５日からということにし、過去３年間についてはカウントしない）

２．準会員制度（海外からの入会）における細則。

　　　　　・正会員ではなく、准会員とする。

　　　　　・入会資格（正会員：本会の目的に賛同して入会したもの）

　　正会員：日本国の医師免許証を有し、かつ本会の目的に賛同して入会したもの。

　　　　　准会員：本会の目的に賛同して入会したもの。

　　　　　・年会費は、年6,000円（入会金不要、５月１日～４月３０日まで）

　　　　　・『Esophagus』 への投稿及び演題発表（演者）は可とするが、選挙権等の権利はない。

　　　　　・会員番号については、A-○（数字）と記載する。

　　　　　・機関誌、抄録集（プログラム）等、本学会が出版したものについては、正会員と同様に送付する。

　　附　則

　（１）この細則は，平成２０年５月１日から施行する。
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